
はじめに 

 

三重県教育委員会では、学校における防災教育及び防災対策の充実を図るため、平

成９年２月、阪神・淡路大震災の被害状況をもとに、「学校における地震防災の手引」

を作成し、また、平成２１年３月に｢三重県防災対策推進条例｣が施行されたことを踏

まえ、平成２２年３月には、風水害にも対応できる内容を加えるなどの改訂を行った

「学校における防災の手引」を作成し、県立学校や市町等教育委員会等へ配付してき

ました。 

平成２３年３月に発生した東日本大震災では、多くの児童生徒等が犠牲となったほ

か、災害発生時の学校の対応、避難経路の確保、そして学校が避難所になった場合の

運営など、多くの課題が明らかになりました。 

三重県教育委員会では、東日本大震災により明らかになった学校の防災教育及び防

災対策の課題について、見直しや取組の強化の方向性と具体的な対応例を「三重県の

学校における今後の防災対策・防災教育の在り方について＜指針＞」（平成 23 年 12

月）として取りまとめました。 

その後、三重県においては、｢三重県地震被害想定調査結果｣（平成 26 年 3 月）の

公表、「三重県新地震・津波対策行動計画」（平成 26 年 3月）や｢三重県新風水害対策

行動計画｣（平成 27 年 3月）の策定など、重点的に防災対策を進めています。 

三重県教育委員会においては、こうした状況を踏まえ、学校における防災教育及び

防災対策をさらに充実していくため、「学校における防災の手引」の内容を見直し、改

訂を行うことにしました。 

この手引では、事前（備える）・災害発生時（命を守る）・事後（立て直す）の危機

管理の段階別に構成を再編し、各段階で行うべき事項を明確にしたほか、学校におけ

る「防災の日常化」として３つのめざす姿を記載しています。また、防災学習、防災

訓練の事例を増やすなど、学校における防災教育・防災対策を推進するにあたって参

考となるよう内容を充実しています。 
改めて言うまでもなく、学校教育に携わる者にとって、児童生徒等の命を守ること

に勝るものはありません。三重県の将来を担う児童生徒等に安全で安心な学習環境を

提供していくことは私達の責務であります。 
 各学校においては、この手引を十分に活用し、学校や地域の実状等に応じた防災教

育及び防災対策を一層推進することで、児童生徒等一人ひとりが、災害から自分の命

を自分で守るとともに、他者や社会の安全や安心に貢献できる人となることを願って

います。 
 
 平成２８年１月 

                   三重県教育委員会教育長            
 山口 千代己 



























   
 

２ 防災体制の整備 

平常時に、教職員の防災に関する意識の向上、防災教育・訓練の実施、施設・設

備の管理等を行うための体制をあらかじめ定めておきます。 
また、災害発生時における非常体制については、地域の実情等に応じ、初動体制、

避難所の運営支援体制等について定めておく必要があります。 
 
〈防災体制の例〉                  
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①平常時：学校安全委員会又は防災委員会  
校長、教頭、事務長、学校防災リーダー等で構成し、防災に関する計画の策

定及び見直し、防災に関する取組を推進します。 
委員長（校長）、副委員長（教頭） 
総務担当     ：防災に関する計画の策定及び見直し、校内の防災体制

の整備、各担当の取組状況等の確認、家庭・地域・関

係機関との協力体制の整備 
施設・設備点検担当：校内の施設・設備等の点検、転倒・落下防止対策の実

施、避難場所・避難経路の確認 
防災教育担当   ：児童生徒等に対する指導方針・計画の検討・作成、教

職員及び保護者に対する指導方針等の周知等 
防災（避難）訓練担当：災害の種類別、発生時間別の訓練の企画・実施、 
           地域や関係機関と連携した訓練の企画・実施、 

消火器等防災用具の取扱い等に関する研修の企画・

実施 
救急・救護担当   ：応急処置等の研修の実施、ＡＥＤ・救急箱等の点検・

整備 

②災害発生時（非常体制）：学校災害対策本部 
  本部長（校長）、副本部長（教頭） 
     総括班 
     安否確認・避難誘導班 
     安全点検・消火班 
     救護班 
     救急医療班 
     保護者連絡班 
     応急復旧班 
     避難所支援班（避難所となった場合） 
     ※具体的な役割は、「第５章 事後の危機管理（立て直す）」

（47～48ページ）を参照。
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３ 緊急動員計画 

学校は、教育委員会が定めた基準等に基づき、緊急動員計画を作成し、できるだ

け速やかに体制が確立されるようにしておきます。緊急動員計画の作成にあたって

は、教職員の居住地、地理的条件等も考慮し、実効ある計画になるよう留意する必

要があります。 

（「教職員の緊急動員計画（基準）及び非常体制時の業務等」（県立学校の場合） 

は、資料編Ⅳ９８～９９ページを参照） 

 

４ 情報連絡体制の整備 

災害時における情報連絡を的確かつ迅速に行うため、学校と教育委員会、各市町 
の災害対策本部、防災関係機関との情報連絡体制を整備するとともに、教職員間、

学校と保護者・児童生徒等との情報連絡体制を整備します。 
連絡の方法は、電話が混み合うことにより、つながりにくくなることを想定し、 

電話以外にも、メール、Web ページ、掲示、防災無線、衛星携帯電話など複数の手

段を検討しておきます。また、停電の場合の対応（公衆電話、最寄りの県庁舎の利

用等）を検討しておきます。保護者へも通信が途絶する可能性と途絶した場合の対

応を説明しておきます。 
 

 

【情報連絡体制のイメージ】 
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（２）学校種別ごとの防災教育の重点 

学校種別ごとの防災教育の重点は以下のとおりです。各学校においては、児童

生徒等の発達段階や地域の実情を考慮して計画を作成し、指導に当たる必要があ

ります。 
 
①幼稚園 

    安全に生活し、緊急時に教職員や保護者の指示に従い、落ち着いて素早く行

動できる。 
 

②小学校 
     日常生活の様々な場面で発生する災害の危険を理解し、安全な行動ができる 

ようにするとともに、他の人々の安全にも気配りできる。 
 

③中学校 
     日常の備えや的確な判断のもと主体的に行動できるとともに、地域の防災活

動や災害時の助け合いの大切さを理解し、すすんで活動できる。 
 

④高等学校 
     安全で安心な社会づくりへの参画を意識し、地域の防災活動や災害時の支援

活動において、適切な役割を自ら判断し行動できる。 
 

⑤特別支援学校 
幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に準ずるとともに、障がいの状態、発

達の段階、特性及び地域の実態等に応じて、危険な場所や状況を予測・回避し

たり、必要な場合には援助を求たりすることができる。 
※文部科学省「『生きる力』を育む防災教育の展開」（平成２５年３月）より 

 
 
 
 
 
 
 
 
           防災ノート（三重県教育委員会作成） 
            

－16－



   
 

（３）防災教育の実践に向けた取組 

 学校は、安全教育の一環として、防災上必要な教育を、発達段階に応じて、計

画的・継続的に行います。 

防災教育を実施する際には、県及び市町の防災関係課、所轄の消防署、災害ボ

ランティア等と連携し、専門的な知見を指導計画立案及び学習に活かすとともに、

防災タウンウォッチングや防災マップづくり、地震体験車等などの体験活動を取

り入れることにより、一層、学習の効果を高めることができるように留意します。 

また、保護者や地域の方の参加を得ながら防災教育を進めることも、地域の防

災力向上、開かれた学校づくり等に寄与するものです。 

 
①防災教育の指導内容の整理 
  学習指導要領及び教科書等に示されている防災に関する内容、防災に密接に

関連する内容、創意工夫することにより災害時に役立つ内容などの観点で、各

教科、道徳、特別活動、総合的な学習の時間等、学校の教育活動全体を見渡し

て、防災教育の指導内容を整理します。（学習指導要領等における防災に関す

る主な内容については、資料編Ⅵ１０２～１１０ページを参照） 
 
【防災教育の主な内容】 

 

 

 

ア 災害に対する理解 

 

 

 

 

 

   

イ 災害対応能力 

 

 

 

 

 

ウ 災害時の 

人としての在り方 

 

 

自然災害のメカニズム 
地域の自然環境・災害の要因 
過去の災害 
災害時の危険   等 

的確な避難行動 
日常の備え 
応急処置の方法   等 

生命の大切さ 
思いやり、やさしさの大切さ 
心の健康 
ボランティア活動への意欲、参加 等 
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②指導計画の作成 
  学校の教育活動全体をとおして防災教育を進めるため、各教科、道徳、特別

活動、総合的な学習の時間等の指導内容、指導時間数について整理し、学校安

全計画の中に防災教育の指導計画を記載します。 
   （防災教育年間指導計画（例）は、資料編Ⅶ１１１〜１１５ページを参照） 
 

③視聴覚教材、副読本等の活用 
  児童生徒等が興味・関心をもって積極的に学習に取り組めるよう、文部科学

省、教育委員会、防災関係機関等が作成した指導資料、視聴覚教材、副読本等

を活用します。 
 

④防災関係機関、地域、ボランティアとの連携 
  児童生徒等が専門的な知識を身に付けるとともに、地震体験・実験等に取り

組むことができるよう、県や市町の防災関係課や消防署、防災に関するボラン

ティア等と連携することにより、効果的な学習を進めます。 
  また、防災教育を実施する際、保護者をはじめ、自主防災組織等と連携し、

参加を得ることも大切です。 
 

⑤特別な支援の必要な児童生徒等への指導 
    特別な支援が必要な児童生徒等に対して、地震、津波、台風等についての知

識や災害から身を守る方法等について指導します。その際、視覚化、焦点化を

重視するなどのユニバーサルデザインの視点から指導します。 
 
（４）防災学習の事例 

   本県では、下記のような実践が行われています。 
  

  ①防災ノートの活用 

    三重県教育委員会が作成している「防災ノート」を用いた防災学習を行いま 

す。ワークシート等を活用し、家庭においても防災に対する意識が高まるよう 

に取り組みます。 
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②防災講話 
自然災害のメカニズム、災害の要因、過去の

災害、災害時の危険、的確な避難行動、日常の

備え、住宅の耐震化等についての講話を行いま

す。 
講師は学校防災リーダーのほか、内容に応じて、

県及び市町の防災担当者、消防署員、災害ボラ

ンティア等に依頼することが可能です。 
 
③地震体験 

地震体験車（三重県防災対策部所有）  
で、地震による大きな揺れを体感し、地 
震が発生した際にはどのような状態にな 
るか、どのように身を守ればよいかを学  
びます。 

 
 ④防災実験 

 液状化現象や住宅の耐

震化の効果、家具の転倒

防止などについて、実験

をとおして学びます。 
 

⑤防災タウンウォッチング 
 地震が発生した際に、「注意する場所・物」、

「避難できる場所」、「災害時に役立つ機器等」な

ど、調査する項目をあらかじめ決めておき、校区

を歩きながら地図に書き込みます。また、突然大

きな揺れが起こったら、どこに逃げればよいかな

どを考えます。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○注意する場所・物 
ブロックべいや石垣、大きな看板、自動販売機、工事中の場所、 
屋根の瓦、海、川、池、がけ など 

○避難できる場所 
避難所に指定されている施設、公園、広い空き地、 
高い場所（津波発生時） など 

○災害時に役立つ機器等 
公衆電話、消火栓、防火水槽 など 
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⑥防災マップの作成 
防災タウンウォッチングで調べたことや気づいたことを書く、写真を貼るなど

して地図を作成し、発表したり校内に展示したります。 

 
 
 
 
 
 
 
 ⑦防災カルタの作成 

防災に関して、カルタの読み札と、

読み札の内容に応じた絵札のデザ

インを考えます。できあがったカル

タで、児童生徒、保護者や地域の方

とカルタ大会を開催します。 

 
 
⑧防災すごろく 

６カ所あるスタート地点から、カルタを読んだ 
りクイズに答えたりしながら、避難場所であるゴ 
ールをめざします。 

  県教育委員会、県の各地域防災総合事務所・地   
域活性化局での貸し出しが可能です。 

 
⑨ストローハウス 

  ストローとクリップを使って簡単な家の模型を 
作りながら、地震に強い建物にするにはどうした 
らよいかを考えます。 

 
⑩クロスロード 

   災害対応カードゲーム教材「クロスロード」（カ  

ードを用いたゲーム形式による防災学習教材）を 

用いて、参加者がカードに書かれた事例を自らの 

問題として考え、YES か NO かで自分の考えを示す 

とともに、参加者同士が意見交換を行うことによ  

り災害時の対応について考えます。 

制作 鳥取県倉吉市立成徳小学校 
鳥取短期大学生活学科住居・デザイン専攻 

制作・著作：チームクロスロード 
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⑪被災者との防災交流学習会 
   東日本大震災等の被災者の体験から学ぶ防災交流学習会を通じて、防災意識や

災害対応能力の向上を図ります。 
 
  
 
 
 
 
 
 

 
⑫災害体験授業 

自衛隊の協力を得て、災害体験授業を行い

ます。災害時の非常炊き出し、６人用テント

の設置と撤収、ロープワーク、人命救助機材

体験等を行います。 
 
 

⑬煙体験、救急法等の講習 

消防署、日本赤十字社等の協力を得て、煙体験や心肺蘇生法の講習等を行い 

ます。 

 
 
 

 

 

⑭着衣水泳 

  災害時に着衣のまま水に浸かってしまっ 

た場合に備えて、着衣のままでプールに入り、  

泳ぎにくさや動きにくさを体感し、体力の消 

耗を実感します。  
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⑮避難所体験 
保護者と児童生徒、教職員、地域住民が炊き出しや体育館での宿泊などの避難

所体験を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑯災害ボランティア活動 

 支援者となる視点から、安全で安心な社会づくりに貢献する意識を高めるため

災害ボランティアに参加します。また、災害ボランティア活動などで学習したこ

とを整理し、成果発表会や文化祭で校内外に発表します。 
   なお、災害ボランティア活動を実施する場合は、安全に配慮して行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
⑰地域の災害に関する調査・体験談の聴き取り 

地域に残る災害の痕跡や言い伝え等を調べたり、地域の協力を得て、地域住民

等への聴き取りを行ったりするなど、被災者の思いや教訓を学びます。 
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８ 防災訓練の実施 

災害の発生に備え、避難、消火器等防災資機材の使い方、児童生徒等の保護者

への引き渡しなど、防災上必要な訓練を継続的に行います。 
   また、学校は、地域の自主防災組織等が主催する会議に参加するとともに、合

同の啓発・訓練、避難経路の確保、登下校時の児童生徒等の安全確保等、地域と

連携した取組を進めます。 
   近隣に他の園・学校がある場合は、災害発生時の連携についてあらかじめ協議

するとともに、必要に応じ合同の訓練を行います。 
 

（１）訓練の目的 

   学校は、児童生徒等が集団で学習し、生活している場であり、災害時に児童生

徒等が安全に避難できるよう、避難訓練を実施することが必要です。このために

以下の点に十分留意し、防災訓練の内容を改善・充実していくことが重要です。 
 

【防災訓練実施上の留意点】 

 

・児童生徒等に「自分の命は自分で守る」ことを指導するとともに、教職員は「落 
ちてこない」「倒れてこない」「移動してこない」場所を探し、頭部や体を守る

など危険を回避する訓練を重点的に行います。 
・時期や回数、実施の方法等は、学校や地域の実情に応じて、他の安全指導との   
関連などを考慮して設定します。特に学校の立地条件を考慮にいれることは避  
難訓練を実施する上で重要です。  

・教職員一人ひとりが指揮系統や役割分担などの防災体制について理解を深め、

的確な行動ができるようになることが大切です。  
・訓練実施後は、人数把握・安全確認や指示の方法、避難に必要な時間、避難場

所・経路の選定、児童生徒等の避難行動時の状況等について消防署や防災関係

機関等の協力を得て適切に評価を行い、その後の訓練に活かします。  
・休み時間中や清掃中、登下校中の場合などを想定し、災害の発生時間や場所に

変化を持たせるなど多様な状況を想定した避難訓練を実施し、いかなる場合に

も安全に行動できるようになることが大切です。  
・特別な支援を要する児童生徒等については、それぞれの児童生徒等に応じて適

切な対応をします。 
 

（２）地域等との連携 

   災害発生時に適切な行動を行うためには、日頃から家庭・地域・関係機関と綿

密な情報共有・連携を図ることが重要です。 

   ①家庭・地域との連携 

   ・日頃から防災訓練の方針や計画について、保護者やＰＴＡ、自治会などと情

報共有し、訓練参加の協力を得ます。 
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②関係機関との連携 

   ・防災訓練の際に実地の指導や講評等について消防署や県・市町防災担当課等

の関係機関からの協力を得ます。 

・学校が所在する市町の地域防災計画を、教職員が理解するとともに、市町等

が実施する総合防災訓練への積極的な参加・協力など、市町防災担当課等と

連携した取組を進めることも重要です。 

 

（３）防災訓練の事例  

   本県では、下記のような実践が行われています。 

 

①緊急地震速報を活用した訓練 

緊急地震速報の音源を利用し、直後にやってく 

る大きな揺れに対して、「落ちてこない・倒れてこ 

ない・移動してこない」場所に身を寄せる行動訓   

練を実施します。その後、地震が収まったことを 

想定して、運動場などに集合して、安否確認をし 

ます。 

なお、担任等が不在の場合（休み時間中や清掃 

時間中など）を想定した訓練も大切です。 

 

 

②津波に対する避難訓練 

    沿岸部の学校においては、津波の知識や避難方法の学習とともに、津波を想 

定した避難訓練を行います。また、津波の浸水予測及び到達時間を参考に、避

難に要する時間を検証します。また、ハザードマップの想定を超える津波がき

た場合の避難についても訓練しておきます。 

なお、内陸部の学校においても、津波の知識や避難方法について発達段階に

応じて学習しておくことが大切です。 
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③火災に対する避難訓練 

    地震発生時の二次災害などで火災が発生する場合には、消火活動だけでなく

避難時に、出火場所や風向き、校舎の構造などにより、安全な避難経路を素早

く判断することが必要です。  

 

 

 

 

 

 

 

④登下校時の避難訓練 

   児童生徒等の登下校時の交通手段、登下 

校にかかる時間等を踏まえて、各自の実情   

に応じた登下校時の避難訓練を実施します。 

また、訓練後、防災マップ等の作成を行う 

ことが大切です。 

 

⑤引き渡し訓練 

災害により、児童生徒等を保護者に直接引き渡 

す場合を想定し、保護者への連絡、引き渡しの方 

法等を確認するための引き渡し訓練を実施しま 

す。 

引き渡し後は、保護者と児童生徒等が共に通学 

経路を歩き、災害発生時に危険な箇所や安全な経  

路、避難可能な高所や避難場所・避難所を確認し 

ます。 

なお、保護者が、昼間家庭に不在の場合等について検討することも大切です。 

 

⑥地域との合同避難訓練 

地域の自主防災組織等と連携し、合同の避難訓練を行います。また、こうし

た機会を活用し、避難所開設・運営に関する協力体制についても確認しておく

ことが大切です。 
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⑦近隣の学校等との合同避難訓練 

   近隣の幼稚園や保育園、小学校、中学校、高等

学校等が合同で避難訓練を実施することで、通

学経路等の安全確認に限らず、児童生徒等が発

達段階に応じた各自の役割を理解します。 

 

 

 

 ⑧行政が主催する総合防災訓練 

県、市町等が主催する総合防災訓練に避難 
所運営訓練や災害時要援護者支援訓練、医療  
連携訓練などさまざまな訓練を実施され、中 
高生の若い力の参加が期待されます。 

 

⑨図上訓練 

災害発生時の対応や避難所の開設等に関して、あらかじめ周辺の被害や学校の

おかれる状況を想定し、校舎配置図や学校周辺の地図等をもとに、机上で対応を

検討する図上訓練を実施することが大切です。 

○学校災害図上訓練 

   地震が発生した直後の学校の対応をシミュレーションします。 

○避難所ＨＵＧ 

   学校が避難所になった際の対応をシミューションします。 
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９ 教職員の指導力及び対応力の向上 

 教職員の指導力や対応力の向上を図り、防災教育を充実するためには、教育委

員会や防災関係機関が開催する研修会等への参加、学校における研修の充実、指

導資料の収集・作成等が必要です。 
 

（１）教職員研修 

 防災教育を充実するためには、教職員の防災教育に関する指導力の向上が必

要です。そのために、校内研修等の際に、防災や実際に発生した災害に関する

情報交換・共有を行うなど教職員の共通理解を深め、防災に関する基礎的な知

識を取得する機会を設けることが大切です。 
 その際には、学校防災リーダー等が研修の推進役としての役割を担うなど校

内体制の整備も必要です。 
また、こうした機会に、教育委員会や防災関係機関と連携し、講師を招くな

どして、最新の動向や専門的な知見を得ることが大切です。 
 【研修内容の例】 
   ・南海トラフ地震に関する最新の科学的知見 
   ・過去の災害の教訓 

・防災教育の実践事例の紹介、指導案検討 
・地域における地震、津波、風水害等の被害想定 

   ・災害発生時の対応の検討・確認 
・避難所開設・運営協力 

   ・復旧作業手順やボランティア活動 
・学校再開に向けた対応 

   ・応急処置の技能 
    ・災害時の児童生徒の心のケア 
 
（２）指導資料の収集・作成 

 防災教育を進めるための指導資料については、冊子、プレゼンテーション教

材など学校に配付された資料や防災関係機関のWebページに掲載されている資

料を参考にします。 
【資料の例】 
○三重県教育委員会作成資料 
・指導者用防災ノート 
・防災教育用プレゼンテーション教材（データＤＶＤ、平成１９年度配付） 

（パワーポイントのスライド、地震及び津波の動画、津波の被害予測
データ等） 

    ・ネットＤＥ研修 
      タイトル：「自らのいのちを守る防災教育の実践」 
           「災害時における管理職のリーダーシップ－命の大切さを 

どう伝えるか－」、 
「大地震における学校の対応－避難所運営の実際と学校教 
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育の共存－」他 
   ○文部科学省作成資料 
    ・学校安全資料ＣＤ「子どもを事件・事故災害から守るためにできることは」 
     小学校教職員用（平成 21 年 3 月）、 

中学校・高等学校教職員用（平成 22 年 3 月） 
    ・防災教育教材ＣＤ「災害から命を守るために」 

小学生用（平成 20 年 3 月）、中学生用（平成 21 年 3 月）、高校生用 
（平成 22 年 3 月） 

・「学校施設の非構造部材の耐震化ガイドブック（改訂版）」（平成 27 年 3
月） 

・「子どもの心のケアのために－災害や事件・事故発生時を中心に－」（平
成 22 年 7 月） 

・学校安全参考資料「『生きる力』を育む防災教育の展開」（平成 25 年 3 月） 
○日本赤十字社作成資料 

・｢まもるいのち ひろめるぼうさい｣（平成 27 年 1 月） 
     
 
  【Web ページの例】 
   ○三重県教育委員会 防災教育 
     http://www.pref.mie.lg.jp/kyoiku/hp/bosai/ 
   ○防災みえ.jp 
     http://www.bosaimie.jp/index.action 
   ○みえ防災・減災アーカイブ 
     http://midori.midimic.jp/ 
   ○文部科学省 学校安全〈刊行物〉 
     http://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1289310.htm 

○気象庁 
  http://www.jma.go.jp/jma/index.html 
○内閣府 防災情報のページ 

     http://www.bousai.go.jp/ 
   ○内閣府「防災教育チャレンジプラン」 
     http://www.bosai-study.net/ 
   ○総務省消防庁「チャレンジ防災４８」 

  http://open.fdma.go.jp/e-college/bosai/index.html 
○総務省消防庁「防災危機管理 e－カレッジ」 
  http://open.fdma.go.jp/e-college/ 
○消防防災博物館 

     http://www.bousaihaku.com/cgi-bin/hp/index.cgi 
○阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター 

     http://www.dri.ne.jp/ 
   ○岩手県 東日本大震災津波記録誌 
     http://www.pref.iwate.jp/kyouiku/ippan/koho/022927.html 
   ○宮城県 東日本大震災に係る教育関連記録集 
     http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kyou-soumu/top2.html 
   ○福島県 東日本大震災記録写真集 
     https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/01010d/shinsai-syashinsyu.html 
 
 
 

－28－



   
 

１０ 家庭、地域、関係機関との連携 

災害発生時には、児童生徒等の安全・安心の確保を最優先に行う必要があり、

そのためには、日頃から家庭、地域、関係機関と防災対策について協議し、連携・

協力関係を構築しておくことが重要です。 
 

（１）家庭との連携 

学校は、保護者に防災に関する計画を事前に周知し、児童生徒等の帰宅方法に

ついて具体的に協議するなど、非常時における速やかな対応方法を整えておく必

要があります。帰宅方法については、災害の状況等を考慮し、場合によっては児

童生徒等だけで下校させず、保護者に直接引き渡すなどの具体的な方策を定めて

おきます。 

  また、学校における防災訓練への参加や防災ノート等を活用した家庭での防災

学習について働きかけます。 

 

（２）地域との連携 

学校が避難所となった場合に、円滑な運営ができるよう、市町の防災担当課、

地域の自主防災組織等が開催する協議の場の設定に積極的に協力し、災害ボラン

ティア組織、学校医等の協力を得ることができるよう体制を整えておきます。ま

た、学校が行う防災タウンウォッチング等の防災学習等に参加を依頼するなど、

地域との連携を深め、災害時の地域との連携を確認しておくことが必要です。 

 

（３）関係機関との連携 

関係機関である市町には、それぞれの地域の特性を踏まえた「地域防災計画」

があり、地域防災体制の組織を設け災害から住民を保護することとしています。

その一つに避難所があり、避難所に指定されている学校は、市町や地域の自主防

災組織等と連携を密にし、避難所としての受入れ体制づくりをしておくことが大

切です。そのため、学校は、市町地域防災計画を事前によく理解しておく必要が

あります。 

また、関係機関及び地域住民が一体となって実施する総合防災訓練、避難所設

営を含む防災訓練等に教職員及び児童生徒等が積極的に参加、協力します。 
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○安否確認の留意点 

・大規模な地震の後は電話が通じないことが多いので、電子メールなどの代替の通

信手段を事前に確保して、連絡方法を複線化しておく。 

・児童生徒等の安否情報収集方法と併せて、学校からの情報伝達方法についてもあ

らかじめ保護者等に周知しておく。特に、情報・通信網が不通の場合には、例え

ば、地域施設の掲示板などの活用を図ることが考えられ、事前に保護者等とルー

ルを決め、周知しておく。 

・学校は、地域の様々な団体や組織と連携し、事前に地域の情報担当を決めるなど

して、直接それらの団体・組織と情報交換を行うなど、あらかじめ災害時の連絡

方法について体制を整えておく。 

・教職員が、直接、家庭や避難所等を訪問して安否を確認する場合は、二次災害に

巻き込まれることのないよう留意する。 

 

○在宅時における安全確保について 

在宅時においても、次のような安全確保、避難等の行動をとれるよう、日頃から

児童生徒に指導しておきます。 
・「落ちてこない・倒れてこない・移動してこない」場所を見つけて身を寄せるよ

うにします。 
・近くに危険物がある場合、その場から離れて身を守ります。 
・津波のおそれがある場合や津波警報が発令され浸水被害の危険がある場合は高所

や高台へ、土砂災害等の危険がある場合は危険箇所から離れた場所へ避難します。 
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保護者と協議します。 

・地震発生時の避難場所の確認や必要物品の準備等について保護者と話し合い

ます。 

・居住地区で行われている地域行事・防災訓練等への参加を奨励します。  

※ 居住地域での理解者・支援者を増やしておくことが、災害時の助け合いにつ

ながります。 

②関係機関との連携 

・スクールバス運行業者、福祉サービス提供事業者、訪問指導先施設等の関係

機関と災害時の対応について事前に協議します。 

・特に、スクールバス運行業者については、事故や災害に備えての訓練を連携

して実施します。 

 

４ 定時制高校（夜間）における安全指導 

定時制高校では、夜間に、生徒が在校していることから、災害による停電を想定 

した安全確保及び避難誘導等の対策を講じておく必要があります。 

 

（１）対応のポイント 

・ハンドマイクや懐中電灯を各教室及び必要な箇所に常時設置しておき、停電時

に備えます。 

・的確に情報を伝え、生徒に被害の状況を周知する。 

・避難誘導の指示があるまでその場で待機させ、避難経路を確保し、安全な場所

に誘導する。 

・定期的に防災訓練を実施する中で、夜間の停電を想定した訓練を実施する。 
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２ 緊急連絡体制 

①体制 
  全ての情報が校長に集約される体制をとります。 
  ただし、校長が不在等の場合に備え、順位を決め、教頭等が対応できるよう訓

練しておきます。 
②学校の被害状況の把握と対応 
 人的被害、物的被害を速やかに把握する。把握した情報をもとに、負傷者の手

当、消防署等への救援要請等、児童生徒等の安全確保を最優先に対応を行います。 
③記録 

 被害状況、実施した対応等の情報を記録、保存、更新します。非常時に口頭だ

けの報告で済ませると、忘失、記憶間違いなどを引き起こす可能性が高くなるこ

とに留意します。 
特に、人的被害（怪我の有無及び程度、搬送先の病院名）及び児童生徒等の保

護者への引き渡し状況などについては、名簿等に整理します。 
 また、物的被害については、片づけや応急修復の前に、デジタルカメラやビデ

オカメラ、スケッチ、メモで記録します。 
④情報収集 
 市町災害対策本部からの広報及び連絡、教育委員会からの連絡、マスコミの報

道等から、必要とする最新の情報を収集します。なお、災害発生直後は、情報が

錯綜したり、誤った情報が流れ、後に訂正されたりする場合もあることから注意

を要するとともに、必要に応じて事実かどうか確認します。 
⑤情報伝達（報告等） 
 休校、始業繰り下げ、下校措置等を実施した場合は講じた措置を、また、人的

被害又は物的被害が生じた場合は、被害状況を速やかに教育委員会へ報告します。

なお、公立小中学校は、「小中学校給与・旅費システム用端末機を利用した警

報発表時や災害時（風水害、地震等）における休校・被害状況把握システム」を

用いて、また、県立学校は、メールで次ページの様式により送付します。ただし、

ネットワークが使用できない場合は、電話・ＦＡＸ、近隣の庁舎への持参等可能

な方法で報告します。 
また、児童生徒等及び保護者、関係機関に必要に応じて連絡します。 

⑥相談窓口の設置 
 保護者や地域住民からの問い合わせ窓口（担当者）を決めます。 
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１ 児童生徒・教職員の被災状況数

在籍数 死者 行方不明者 重傷 軽傷 安否確認中 被害なし

児童生徒

教職員

※行方不明者は、当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのある者とする。

２ 学校で保護している児童生徒数

学校で保護している児童生徒数 人

３ 休校などの状況（該当項目を○で囲む）

休校 下校措置

自宅待機 授業再開

始業繰り下げ その他

４ 建物の大きな被害状況

５ ライフラインの被害状況（該当項目を○で囲む）

電気 可 一部可 不可 復旧

ガス 可 一部可 不可 復旧

水道 可 一部可 不可 復旧

電話 可 一部可 不可 復旧

トイレ 可 一部可 不可 復旧

電子メール 行政ＷＡＮ 可 一部可 不可 復旧 ／ くものす 可 一部可 不可 復旧

６ 避難の状況（該当項目を○で囲む）

避難所の開設 設置 未設置

世帯数

人数

７ 連絡事項（教育委員会への要望等）

災害発生時における被害状況等の報告

区分 被害状況（被害を受けた建物・場所、被害の程度を簡潔に）

特記事項

年 月 日 午前・午後 時 分 現在

学校名 報告者名

措置開始時刻期間措置開始時刻

世帯

人

※全壊は、損壊床面積70％以上程度、または主要構造物の被害額50％以上程度のものとする。
 半壊は、損壊床面積20％以上70％未満、または主要構造物の被害額20％以上50％未満のものとする。
 一部損壊は、半壊に至らない程度のもの。ただし、ガラス数枚破損程度のごく小さいものは除く。

床下浸水

全壊

半壊

一部損壊

床上浸水

報告様式・・・・県立学校から県教育委員会用 
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３ 引き渡しと待機 

 

（１）児童生徒等の帰宅方法、帰宅が困難な児童生徒等の保護体制 

児童生徒等が在校中や登下校時に災害が発生した場合、校長は、通学路等の安全

確認ができるまでの間、児童生徒等を校内の安全な場所に一時待機させます。安全

確認ができた場合、又は安全確実に保護者等への引き渡しができる場合には、引き

渡し帰宅させます。保護者等への引き渡しについては、学校又は避難場所で行いま

す。 

【通学路の安全確認】 

 

 

 

 

 

 

（２）児童生徒等の引き渡しと待機 

災害発生後、児童生徒等を保護者に引き渡すことが適切であると判断される場合

には、児童生徒等の安全を確認した後、あらかじめ定めた方法で速やかに保護者と

連絡をとり、児童生徒等の引き渡しを行います。ただし、津波などのように限られ

た時間での対応が迫られる場合には、児童生徒等を引き渡さず、保護者とともに学

校に留まることや避難行動を促すなどの対応も必要です。 

 

【引き渡しの留意点】 

・教職員が引き渡し対応に追われ、他の児童生徒等の安全確保などに手が回らなく

なるといったことのないよう、引き渡しの基準や手順を事前に保護者等に周知し

ておきます。 

・保護者などの迎えが不可能な事態を想定し、引き渡せない場合の児童生徒等の保

護方策を決めておきます。 

・引き渡し直後に、保護者及び児童生徒等が被害を受けないよう、引き渡し時に、

重要な防災情報を伝えたり、必要に応じて学校に留まらせたりするなどの配慮を

します。 

 

【待機の留意点】 

大規模な地震では、待機が長時間に及ぶことが考えられます。児童生徒等を待

機させる場合には、下記の点に留意します。 
・不安や恐怖を訴える児童生徒等には、教職員が寄り添い心のケアにあたります。

・近隣の火災や津波等への対策を十分にとれるようにしておきます。 
・待機が長時間に及ぶ場合を想定して、食料の確保や宿泊の対応などを考えてお

きます。 

校長は、通学路の安全確認を行うよう教職員に指示します。安全確認は、当該

地区担当の教職員が迅速かつ的確に実施するとともに、危険と思われる場所につ

いては、代替帰宅路を確保します。 

通学路の状況については、交通機関の運行状況等を交通機関のホームページや

市町災害対策本部、又はラジオ等から情報を収集し、把握します。 
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（２）避難所開設・運営のポイント 

避難所の円滑な開設・運営と、早期の教育の再開・復旧の観点から、避難所とな

る学校の施設の使用等について、市町防災担当課及び地域の自主防災組織等と避難

所の開設・運営に関して、以下を参考に整理しておきます。 
 
 
 
 
 
 

 
 
  
 
 
  〔学校が避難所となった際の施設利用の考え方〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（ア）避難者の居住場所 

安全点検が済んだ施設（部屋）から、避難者の居住場所を確保します。

  例：体育館、講堂・ホール 
（普通教室は、災害対策上やむを得ない場合に限り開放することと

しますが、教育活動の再開に備え、必要数確保しておくことが重

要です。） 
（イ）避難者の居住場所に適しない場所 

①学校及び避難所の管理・運営に必要な場所 
  例１：管理のために用いる場所 

 校長室、事務室、職員室、会議室、保健室、 
調理室、放送室、視聴覚室、倉庫 

   例２：避難所運営に必要な場所 
      会議室、物資の保管スペース 

  例３：避難者の共通利用場所として、避難者の占有を避ける場所 
     玄関、廊下、階段、トイレ、水場の周辺 

 
   ②危険な薬品や施設・設備がある場所 
   例：理科室、実習室、機械室 

 
 ※ 状況に応じて必要となる場所（ペットの飼育場所、遺体収容場所、喫

煙場所など）をあらかじめ決めておきます。 
 
 ※ 校庭及び駐車場については、支援車両用の車道確保、仮設トイレ・仮

設風呂の設置場所などをあらかじめ決めておきます。 
 

〔避難所に関する整理事項〕 
 ア 避難所の開設・運営体制 
イ 学校施設の使用方法 

・女性や高齢者、障がい者等への配慮 
・学校災害対策本部等を設置する場所の決定 

 ウ 鍵の保管・解錠 
・休日・夜間に災害が発生した際、体育館等の解錠者等 

 エ 備蓄物資、資機材等の保管状況 
 オ 避難所における業務と役割 
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※「避難場所」と「避難所」の違い 
 ・「避難場所」 

地震によって発生した津波や火災等から身を守るためや多数の住民の避難を円滑

にするため、一時的に留まるところを一般的に「避難場所」という。 
  （例）学校の運動場等 
 ・「避難所」 

大規模な災害で避難生活が長期化する場合や被害を受けるおそれのある場合に、

一定の期間生活するところを「避難所」という。 
（例）学校の体育館、公共施設等 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 

 

－59－



   
 

６ 学校教育の再開・復旧に向けた対応 

災害発生後は、できるだけ速やかに学校教育の再開・復旧が行われるように努め 

ます。 

 

 

 

 

 

 

（１）応急教育計画の策定 

 教育活動が平常の状態に復旧されるまでの間、教育委員会の方針等に基づき、で

きるだけ早期に学校を再開し、短縮授業等による応急教育を実施するための計画を

策定します。 

 

（２）学校教育再開への取組 

①被災直後の学校における被災状況の把握及び対応 

・教職員の被災状況を把握します。 

・学校施設・設備の安全点検を行います。 

  例：ライフライン（水、電気、ガス等） 

    理科室など特別教室の危険物、厨房施設の安全衛生 

・安全点検の結果、問題がある箇所については、応急的な処置を実施するととも

に、関係機関に依頼し、早期復旧に努めます（ガスは元栓を締めて、ガス会社

の点検を待ちます。電気製品は、停電が復旧するまで、コンセントを抜いてお

く。）。 

・教育委員会に、被害及び教育再開に必要な施設・設備、人員について報告しま

す。 

・災害の規模や程度によっては、教育委員会へ専門家（応急危険度判定士等）に

よる判定を要請します。被害の程度によっては、校舎や施設設備等の使用再開 

の決定は、専門家の調査結果を待って行います。 

・校舎等への浸水があった場合は、清掃・消毒を実施します。 

・復旧にあたり、人員が必要な場合、教育委員会、災害ボランティアセンター（災

害時に開設される場合があります。）等と連絡をとり、確保に努めます。 

 

②児童生徒等の被災状況の把握及び対応 

・教職員はできるだけ速やかに家庭訪問、避難所訪問等を行い、児童生徒等の正

確な被災状況の把握に努めます。 

〔把握する事項の例〕 

児童生徒等の避難先、連絡方法、家族の状況、健康状態、 

住居の被災状況、教科書学用品等の被害の有無、転出の希望の有無 

 復旧時の学校の役割 

  １ 教育活動の早期再開・復旧に向けての取組 

  ２ 児童生徒等の心のケア 

  ３ 施設管理者としての避難所運営への協力 
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・ＰＴＡに、児童生徒等の安否・所在の確認や学区内の被災状況の情報提供、通

学路の点検・安全確保、教科書・学用品などの支給等について協力依頼します。 

・主要施設、避難所等に、看板・掲示板等で児童生徒等の情報提供の依頼をしま

す。 

・被災により生活基盤を喪失した県立学校の生徒に対して、授業料等の減免や奨

学資金の貸付等の対策をとります。 

・児童生徒等が、避難のため他市町、他県等に転出する場合は、学校へ事前に連

絡するよう依頼するとともに、転出後は、その転出先の学校との情報交換を密

にし、心のケアについても十分配慮します。 

 

（３）学校教育再開の決定 

①校長は、学校施設、教職員、児童生徒等、通学路等の状況を総合的に判断し、教

育委員会と相談の上、学校教育の再開の時期を決定します。 

②児童生徒等及び保護者への周知は、掲示、家庭訪問、メール、Web ページ、電話、

自治会等の放送などの中から利用可能な方法で実施します。 

③学校が避難所となった場合は、避難所運営委員会と協議しながら、避難者には、

避難所運営と学校教育の再開が並行して行われることを事前に周知しておきます。 

 ※学校教育の再開は、教育委員会と十分に連携し、実施します。 

 

（４）教科書・学用品等の調達 

①児童生徒等が必要とする教科書等の供給を受け入れられるよう、被害状況の正確

な把握を行います。 

②災害救助法が適用された場合 

〔対象者〕 

災害のため住家に被害を受け、就学上欠くことのできない学用品を喪失又は

き損し、しかも物品販売機構等の一時的混乱により資力の有無に関わらず、こ

れらの学用品を直ちに入手することができない状態にある小学校児童、中学校

生徒及び高等学校等生徒。 

〔学用品の給与〕 

被害の実状に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行うこと。

ア 教科書   イ 文房具   ウ 通学用品 

 

          

 

 

 

 

 

－61－









   
 

（２）災害発生時におけるストレス症状のある児童生徒等への対応 

 
 【基本的な対応方法】 

①ストレス症状を示す子どもに対しては、ふだんと変わらない接し方を基本とし、

優しく穏やかな声かけをするなど本人に安心感を与えるようにする。 
②ストレスを受けたときに症状が現れるのは普通であることや症状は必ず和らい 
で行くことを本人に伝え、一人で悩んだり孤独感を持たずに済むように、信頼で

きる人に相談したり、コミュニケーションをとることを勧める。 

③子どもがなるべくふだんと変わりない環境で安心して学校生活が送れるように 

することで、子どもに落ち着きと安全感を取り戻させるようにする。 

④学級（HR）活動等において心のケアに関する保健指導を実施する。強いストレス

を受けたときに起こる心や体の変化、ストレスの対処方法（誰かに相談する、

おしゃべりする、話しを聞いてもらう、体を動かす、音楽をきく等）等につい

て発達段階に応じて指導し、心が傷ついたりしたときどのように対処したらよ

いかについて理解を深め、生活に生かせるようにする。 

⑤保護者に対しては、ストレス症状についての知識を提供するとともに、学校と 

家庭での様子が大きく異なることがあるため、緊密に連絡を取り合うことを心が

ける。 

⑥ストレス症状に、心理的退行現象と呼ばれる一時的な幼児返り（幼児のように 

母親に甘えるなど）が認められることがあるが、無理に制止することなく経過観

察するようにする。 

⑦症状から ASDや PTSD が疑われる場合には、児童精神科医などの専門医を受 診す

る必要がある。学校医等の関係者と相談の上、受診の勧めを行い、専門医を紹介

するなど適切な支援を行う。ASD 及び PTSD と診断された場合は、専門医との連

携が不可欠となる。ASD や PTSD を発症した子どもは、自分は特殊で異常である

と一人で悩んだり、自分の努力不足であると誤って自分を責めたりすることが

多い。このため、保護者だけでなく子どもに、ショックの後にだれでも起きる

ことのある症状であることを説明し、安心感を与えるようにする。 

災害や事件・事故発生時におけるストレス症状のある子どもへの対応は、基本 

的には平常時と同じです。すなわち、健康観察等により速やかに子どもの異変に

気づき、問題の性質（「早急な対応が必要かどうか」、「医療を要するかどうか

」等）を見極め、必要に応じて保護者や主治医等と連携を密に取り、学級担任等

や養護教諭をはじめ、校内組織（教育相談部等）と連携して組織的に支援に当た

ることです。健康観察では、災害や事件・事故発生時における子どものストレス

症状の特徴を踏まえた上で、健康観察を行い、子どもが示す心身のサインを見過

ごさないようにすることが重要です。 
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第６章 東海地震に関する情報発表時の対応 

１ 東海地震 

東海地震はプレート(地球表面

を覆う厚さ数十～百キロメート

ル程度の岩石の層)の境界で起こ

る地震です。プレート境界は普段

は強くくっついています。しかし、

東海地震の前には少しずつすべ

り始め、最終的に大きくずれて東

海地震となると最新の地震学で

は考えられています。この前兆的

なすべり現象が前兆すべりです。前兆すべりを捉えようと、歪計等の観測機器を東

海地域に展開し、気象庁において 24 時間監視しており、歪計の情報等をもとに東

海地震情報が発表されます。 

 
２ 県内の東海地震に係る防災対策強化地域 

 三重県内では、東海地震防災対策強化地域に 
   木曽岬町、桑名市、伊勢市、鳥羽市、志摩市、南伊勢町、大紀町 

   紀北町、尾鷲市、熊野市 

の１０市町が指定されています。 
 各学校では、県及び各市町の地域防災計画に基づき具体的な対応を検討し、防災

に関する計画に明記するとともに、児童生徒等、保護者、その他関係者に周知して

おく必要があります。 
 また、情報発表時の教職員の動員計画、体制を定めておきます。 
 （教職員の緊急動員計画（基準）及び非常体制時の業務等（県立学校の場合）は、 

資料編ⅣＰ９８～９９を参照。） 
三重県内の東海地震防災対策強化地域（着色部分） 

 
 
 
 
 

三重県「東海地震情報を覚えてください」より 
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【警戒宣言発令時の強化地域における対応】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
電気・水道・ガス・・供給は継続される。 
電話・・・・・・・・重要通信の確保のため、一般回線の利用が制限さ

れることがある。 
鉄道・バス・・・・・原則、強化地域内での運行を中止する。 
旅客船舶・・・・・・津波の影響のある強化地域の周辺海域での運行を

中止する。 
道路・・・・・・・・強化地域からの流出は制限されないが、地域内へ

の流入や走行は、避難路、緊急輸送道路を確保す

るため極力抑制される。 
百貨店・スーパー・・原則、営業を停止する。耐震性の確保される店舗

・コンビニ     は、店舗の判断により営業を継続する。 
金融機関・・・・・・窓口業務は停止されるが、一部の ATM は払い戻し

が継続される。 
学校・・・・・・・・東海地震の注意情報発表時の段階から、あらかじ

め決められた方法で児童生徒等を帰宅させる。 
病院・・・・・・・・外来診療は中止される。なお、安全性が確保され

ている場合は診療が継続される。 
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４ 児童生徒等の安全対策 

 三重県地域防災計画における東海地震に関する情報発表時の児童生徒等の安全

対策の対応は次のとおりです。各学校では、県及び各市町の地域防災計画に基づき

具体的な対応を検討し、防災に関する計画に明記するとともに、児童生徒等、保護

者、その他関係者に周知しておく必要があります。 
 
１ 児童生徒等の安全対策 
児童生徒等の安全対策については、原則として次のとおり取り扱うものとす

る。 
① 児童生徒等が在校中に東海地震注意情報又は東海地震予知情報（警戒

宣言）が発表された場合には、授業・部活動等を中止し、あらかじめ定

められた方法に基づき速やかに帰宅するよう指導する。 
② 児童生徒等が、登下校中に東海地震注意情報又は東海地震予知情報（警

戒宣言）が発表された場合には、あらかじめ定められた方法に基づき速

やかに帰宅するよう指導する。 
③ 児童生徒等が、在宅中に東海地震注意情報又は東海地震予知情報（警

戒宣言）が発表された場合には、休校として、児童生徒等は登校させな

い。 
学校等においては、上記の原則をふまえて通学方法、通学距離、通学時間、

通学路の状況、交通機関の状況等を勘案し、あらかじめ保護者等と協議のうえ、

地域の実態に則して具体的な対応方法を定めておくものとする。 
東海地震注意情報又は東海地震予知情報（警戒宣言）が発表された場合の学

校等における対応の方法については、児童生徒等をはじめ保護者その他関係者

に周知しておくものとする。 
また、施設設備について、日頃から安全点検を行い東海地震注意情報又は東

海地震予知情報（警戒宣言）が発表された場合には災害の発生を防止するため

必要な措置を講ずるものとする。 
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東海地震注意情報又は東海地震予知情報（警戒宣言）が発表された際の具体的 

な対応例は、次のとおりです。 

ア 授業中の場合 

・教職員に、東海地震注意情報又は東海地震予知情報（警戒宣言）の発表、

今後の対応等について周知します。 

・児童生徒等を集合させ、点呼を行います。 

・児童生徒等に東海地震注意情報又は東海地震予知情報（警戒宣言）が発

表されたこと、下校措置をとること、家庭での過ごし方等を説明します。  

・あらかじめ定めた帰宅方法（保護者への引き渡しを含む）に従って下校

措置を講じます。 

・保護者への引き渡しが不可能な児童生徒等は、学校において保護すると

ともに、保護者への連絡に努めます。 
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・避難者の受け入れ準備を行います。 

・情報収集を行います。 

   イ 校外活動中の場合 

・校長と引率者は連絡をとり、帰校等の対応を確認します。 

・児童生徒等を集合させ、点呼を行います。 

・児童生徒等に東海地震注意情報又は東海地震予知情報（警戒宣言）が発

表されたこと、今後の対応について説明します。 

・帰校等の対応を実施します。 

   ウ 登下校の時間帯の場合 

・校内にいる児童生徒を集合させ、点呼を行います。 

・保護者に、東海地震注意情報又は東海地震予知情報（警戒宣言）が発表

されたことによる休校、すでに登校している児童生徒は下校させる（引

き渡しを行う）こと等、連絡を行います。 
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